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要旨：RC はり部材の断面解析に適用できるように拡張された修正圧縮場理論の解析モデルを用いて，片側袖

壁付き RC 柱のせん断耐力の求解を試みた。得られた解析結果と既往の片側袖壁付き RC 柱の曲げせん断実験

結果(25 試験体)との比較により，本解析モデルの片側袖壁付き RC 柱のせん断耐力解析への適用性を検討し

た。次に，現行のせん断終局強度式による計算結果と既往実験結果および本解析結果との比較により，せん

断終局強度式の適用性を検証した。 
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1. はじめに

1981 年に施行された新耐震基準（以後，新基準と呼ぶ）

以降の RC 造建物にも，袖壁に構造スリットを設けず，

架構内に袖壁付き柱が存在する場合がある。2007 年に刊

行された｢2007 年版建築物の構造関係技術基準解説書｣1)

に基づいて設計された RC 造建物では，袖壁，腰壁およ

び垂れ壁に構造スリットを設けて，建物の耐震性能を向

上させている。さらに，2010 年に改訂された鉄筋コンク

リート構造計算規準 2) （以後，RC 規準と呼ぶ）では，

これまでに示されなかった袖壁付き RC 柱の許容応力度

の評価法が示された。これにより許容応力度等設計にお

いては袖壁などの 2 次部材を構造設計に取り入れること

が可能となった。 

しかし，袖壁付き柱を設けることは建物の耐震性能を

向上させるのに有効であるが，構造計画の煩雑さや，柱

の剛性評価，袖壁が引張側となるときのせん断終局強度

式が確立されていないことから，積極的に採用されるこ

とは少ない。 

一方，2011 年の東日本大震災 3)では，被災した新基準

以降の RC 造建物には，構造部材の脆性的なせん断破壊

はほとんど見られなかった。しかし，構造的に注目して

こなかった袖壁付き柱の袖壁には，スリットの有無に係

わらず，せん断破壊が多く見受けられた。このような非

構造壁の損傷による建物の大破・倒壊はなかったものの，

建物の継続使用ができなくなる等の支障が生じていると

考えられる。また，2015 年の日本建築学会大会のパネル

ディスカッション 4)では，これまでの日本建築学会の規

準・指針等における袖壁付き柱の非構造部材の損傷の評

価法や 2 次部材の有用的な利用方法などの今後の課題が

報告された。 

上述の課題を解決するために，近年，袖壁付き柱の強

度特性や破壊性状の把握 5),6)，せん断ひび割れ等による

袖壁付き柱の損傷軽減に関する研究 7),8)が行われている。

著者らも，文献 9)，10)において，RC 部材の断面解析に

適用できるように拡張された修正圧縮場理論の解析モデ

ル 11)を用いて，両側および片側の袖壁付き RC 柱に関す

る既往実験 12)～16)のせん断耐力評価を行い，限られた範

囲ではあるが本解析モデルのせん断耐力への適用性につ

いて検証してきた。しかしながら，片側袖壁付きRC柱(以

後，片袖壁付柱と呼ぶ)については，解析対象とした試験

体数が少なかったため，十分な検討に至っていない。ま

た，RC 規準では「片側柱付き壁については，未解明な問

題が多い。今後のさらなる研究が待たれるところであ

る。」と述べられている。 

そこで，本研究では，文献 9)で行った 7 試験体の片袖

壁付柱の既往実験結果 12)～16)と本解析モデルによる解析

結果との比較に，新たに文献 8)，17)～23)の 18 試験体を

加えた合計 25 体の実験結果により，本解析モデルの片袖

壁付柱のせん断耐力解析への適用性を検討する。また，

現行のせん断終局強度式による片袖壁付柱の計算値と既

往実験結果および本解析結果との比較により，現行の設

計式の適用性を検証する。 

2. 解析モデル

2.1 拡張された修正圧縮場理論

Vecchio らの提案した修正圧縮場理論 24)は，RC 部材の

一部を RC 平板要素として取り出し，これを一様な応力

とひずみを受ける要素として捉え，鉄筋とコンクリート

に分離し，ひずみの適合条件，力の釣合い条件および鉄

筋とコンクリートの応力－ひずみ関係を用いて RC 平板
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要素の弾塑性性状を予測することができる手法である。

しかしながら，この理論は，一様なせん断応力，軸応力

の作用を受け，一様なひずみが生じている部材のみ予測

可能であり，RC はり部材のように曲げモーメント，せ

ん断力を受けると断面に応力勾配やひずみ勾配が生じる

ため，一要素としては扱えず，このままでは適用できな

い 11)。したがって，Vecchio らは，RC はり部材の断面を

薄い層に分割して，各々の層が一様なせん断応力，軸応

力の作用を受ける RC 平板要素とみなして各層に修正圧

縮場理論を適用し，曲げモーメント，せん断力および軸

力を受ける RC はり部材の断面解析に適用可能な積層の

解析モデルに拡張した 11)。

本研究では，このように拡張された修正圧縮場理論の

解析モデル 11)を用いて袖壁付き RC 柱のせん断耐力につ

いて解析を行った。なお，本解析モデルの詳細は文献

11),24),25)を参照して頂きたい。また，本解析では片袖

壁付柱の断面を図－1に示すように 18層の長方形に分割

した。 

2.2 材料モデル

ひび割れ後のコンクリートの応力－ひずみ関係は，圧

縮領域では，放物線の関係式に修正圧縮場理論の特徴の

一つである主引張ひずみ ε1 の関数で表わされる圧縮強

度低減係数 β を乗じた式(1）を用いた。引張領域では，

コンクリートのひび割れ以後におけるテンション・ステ

ィフニング効果を考慮した式(2)の関係式を用いた。 

なお，鉄筋の応力－ひずみ関係は，降伏応力を折点と

する完全弾塑性型の関係式を用いた。 

3. せん断終局強度式

袖壁付き RC 柱のせん断終局強度を求める現行の設計

式には，｢2001 年改訂版既存鉄筋コンクリート造建築物

の耐震診断基準｣26)の式(以後，耐震診断式と呼ぶ)，｢2015

年版建築物の構造関係技術基準解説書｣27)の式(以後，構

造技術式と呼ぶ)がある。なお，構造技術式は 2015 年の

改訂に伴い，片袖壁付柱に適用したせん断終局強度式が

新たに記載されている。本論では，耐震診断式と構造技

術式を用いて比較，検討を行う。

3.1 耐震診断式

 耐震診断式では，片袖壁付柱のせん断終局強度を，図

－2 に示すように，引張側の袖壁を無視し，圧縮側の袖

壁と柱の断面積を等価な長方形断面に置換して修正荒川

式に基づいた式(3)により求めている。式中の記号につい

ては文献 26）を参照して頂きたい。 

ここで, 

3.2 構造技術式

構造技術式では，片袖壁付柱のせん断終局強度を，図

－3 に示すように，壁部分と壁厚さを差し引いた柱残余

部分とに分割して各々のせん断終局強度を修正荒川式に

基づいた式(4),(5)より求め，式(6)のように累加してせん

be ：(柱断面積＋圧縮側 
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図－1 片袖壁付柱の積層モデル 

図－2 耐震診断式の置換方法 
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断終局強度を求めている。式中の記号等詳細については，

文献 27）を参照して頂きたい。 

ここで， 

4. 結果の比較および検討

本解析モデルによる片袖壁付柱のせん断耐力解析への

適用性を検討するため，既往の片袖壁付柱の曲げせん断

実験結果と本解析結果との比較を行った。次に，耐震診

断式と構造技術式の適用性を検討するため，これらの計

算結果と既往実験結果および本解析結果との比較を行っ

た。比較に用いた片袖壁付柱の試験体は，25 体 8),12)～23)で

ある。これらの試験体の形状は，柱幅 b，柱せい D：200

～400mm，片側袖壁長さ：300～1800mm，袖壁厚さ：50

～140mm，主筋比：0.45～2.65%，帯筋比：0.26～0.80%，

袖壁一般部の縦筋比,横筋比：0.20～1.87%，0.31～1.27%，

M／QD：0.15～8.58 の範囲であった。なお、軸力比は，

0.15～0.20 であり，正負繰返しの載荷実験である。 

また，破壊形式については，文献 13),14)において片袖

壁付柱は，柱と袖壁部分の大きな剛性および挙動の差に

より，一義的に定義することは難しく，比較的初期に破

壊する袖壁と柱部分とに分けて実験結果を述べている。

したがって，本論では文献 15)，29)を参考にして，袖壁

端部の曲げひび割れが最初に発生し，その後せん断ひび

割れが進展した，または壁縦筋に先行して壁横筋が降伏

した試験体を袖壁の「初期せん断破壊」と呼び，曲げ破

壊性状などが先行する試験体を袖壁の「初期曲げ破壊」

と呼ぶことにする。 

なお，片袖壁付柱の正負繰返し載荷実験の加力方向は 

文献 12),14),16)を参考にして，図－4 に示すように，片

袖壁側が引張になる場合を正加力，柱側が引張になる場

合を負加力とした。また，本解析結果，耐震診断式およ

び構造技術式の計算結果も同様にした。 

4.1 実験結果と解析結果との比較

図－5(a)は，既往の片袖壁付柱の正負繰返し載荷実験

8),12)～23)における全試験体 25体の実験結果と本解析結果と

を比較したものである。なお，図中に耐力比(実験値/本

解析値)の平均値，変動係数を示し，既往実験において袖

壁の初期せん断破壊した正加力，負加力の試験体を○,

△，初期曲げ破壊した正加力，負加力を●,▲で表した。 

この図より，全試験体の正および負加力の耐力比の平

均値は各々1.06，1.08 で，変動係数は 0.23，0.12 となる

ことが分かる。これより既往実験において初期せん断破

壊，初期曲げ破壊となった全試験体 25 体の解析結果は，

正および負加力ともに実験結果との差が小さく，バラツ

キは正加力に若干あるが負加力は小さく，概ね実験結果

を捉えていると言える。なお，本解析結果と既往実験結

果とは同じような破壊性状を示し，既往文献 15)，29)に

おいて定義された初期せん断破壊，初期曲げ破壊の破壊

形式に概ね分けることができた。 

 図－5 (b)は，初期せん断破壊に着目し初期曲げ破壊し

たものを除いた既往実験結果と本解析結果とを比較した

ものであり，正加力で 12 体，負加力で 16 体の計 28 プロ

ットである。なお，図中に耐力比(実験値/本解析値)の平

均値，変動係数を示し，既往実験において袖壁の初期せ

ん断破壊した正加力，負加力の試験体を○,△で表した。 

この図より，初期せん断破壊の正および負加力の耐力

比の平均値は各々1.11，1.06 で，変動係数は 0.23，0.13

となることが分かる。これより初期曲げ破壊を除いた初

期せん断破壊だけの本解析結果は，正および負加力とも

に実験結果と差は小さく，バラツキは正加力に若干ある

が負加力は小さく，初期曲げ破壊も含めた図－5(a)と同

様に概ね実験結果を捉えていると言える。 

4.2 実験結果と計算結果との比較

図－6(a)および(b)は，既往実験結果と耐震診断式お

よび構造技術式による計算結果とを比較したものである。

なお，図中に耐力比(実験値/計算値)の平均値，変動係数
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図－4 片袖壁付柱の加力方向 
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図－3 構造技術式の累加方法 
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を示し，既往実験において袖壁の初期せん断破壊した正

加力，負加力の試験体を○,△で，初期曲げ破壊した正加

力，負加力を●,▲で表した。

 これらの図より分かるように，耐震診断式の正および

負加力の耐力比の平均値は各々1.85，1.05 で，変動係数

は 0.49，0.17 となった。また，構造技術式の正および負

加力の耐力比の平均値は各々0.93，1.26 で，変動係数は

0.34，0.20 となった。 

 以上より，耐震診断式の耐力比の平均値，変動係数と

もに正加力と負加力との差があり，正加力は負加力に比

べて実験結果との差が大きくバラツキも大きいと言える。

これは，3.1 節で述べたように，耐震診断式では引張側の 

袖壁を無視して残りの断面を等価な長方形断面へ置換し 

ており，正加力は負加力に比べて等価断面積が小さくな

るためと考えられる。 

 一方, 構造技術式の計算結果は，既往実験結果に比べ

て正加力では若干大きくなり，負加力では小さくなった。

これは，実験において負加力では片袖壁付柱の柱位置が

加力側にあり，柱が引張りに大きく抵抗すると考えられ

る。これより，既往実験結果の負加力の値は正加力に比

べ大きくなるが，構造技術式では正加力と負加力の計算

結果が同じ値であるためと考えられる。 

4. 3 解析結果と計算結果との比較

図－7(a)および(b)は，本解析結果と耐震診断式およ 

び構造技術式による計算結果とを比較したものである。

図中に耐力比(本解析値/計算値)の平均値および変動係

図－6 既往実験結果と計算結果との比較 
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図－5  既往実験結果と本解析結果との比較 
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図－7 本解析結果と計算結果との比較 

(a)耐震診断式 (b)構造技術式 

数を示した。本解析結果において片袖壁付柱の初期せん

断破壊となった正加力，負加力の試験体を○,△で，初期

曲げ破壊の正加力，負加力を●,▲で表した。

これらの図より分かるように，耐震診断式の正および

負加力の耐力比の平均値は各々1.84，1.05 で，変動係数

は 0.50，0.17 となった。また，構造技術式の正および負

加力の耐力比の平均値は各々0.87，1.17 で，変動係数は

0.27，0.22 となった。 

以上より，耐震診断式の正加力の計算結果は，負加力

の場合と比べて解析結果との差およびバラツキともに大

きくなった。これは，3.1節および 4.2節で述べたように，

耐震診断式の正加力は負加力に比べて等価断面積が小さ

くなるためと考えられる。 

一方, 構造技術式の計算結果は，解析結果に比べて正

加力では大きくなり，負加力では小さくなった。これは，

4.2 節で述べたように，解析では負加力において柱が引張

りに大きく抵抗し，構造技術式は正加力と負加力の計算

結果が同じ値であるためと考えられる。 

5. まとめ

拡張された修正圧縮場理論の解析モデルを用いて，片

袖壁付柱のせん断耐力の求解を試み，本解析モデルによ

る片袖壁付柱のせん断耐力解析および耐震診断式,構造

技術式の適用性を検討した。 

 限られた範囲ではあるが，本検討により得られた結果 

をまとめて以下に示す。 

1) 本解析モデルによる解析結果は，全体的には実験結果

の最大耐力との差は小さく，概ね実験結果を捉えてい

る。したがって，本解析は片袖壁付柱の曲げせん断耐

力の予測が可能と考えられる。

2) 本解析結果は，既往実験結果と同じような破壊形式を

示し，既往文献で定義された初期せん断破壊と初期曲

げ破壊に概ね分けることができた。

3) 耐震診断式による計算結果は，実験結果および本解析

結果と比較すると正加力の耐力比は負加力より大き

くなった。これは片袖壁付柱の等価断面積が負加力に

比べ正加力の場合が小さくなるためと考えられた。

4) 構造技術式による計算結果は，実験結果および本解析

結果と比較すると正加力の計算結果は大きくなり，負

加力では小さくなった。これは，実験結果および本解

析結果では，負加力において柱が引張りに大きく抵抗

し，構造技術式では正加力と負加力の計算結果が同じ

値であるためと考えられた。
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